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                  諮問内容について 

                   総務省電波部移動通信課 

                         （村田課長補佐、梅城係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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１ 包括免許申請の概要 

 

申 請 者 ＫＤＤＩ株式会社 

特定無線局の種別 陸上移動局 

目 的 電気通信業務用 

開 設 を 必 要 

と す る 理 由 

同社が、3.9世代移動通信システムの導入のための特定

基地局開設計画に基づき、既存のシステムを効率的に

利用しながら大容量通信を可能とする3.9世代移動通

信システム（ＬＴＥ）を導入するにあたり、平成23年7

月から1.5GHz帯ＬＴＥ基地局の商用環境におけるシス

テム動作検証等を行うため、ＬＴＥ方式（1.5GHz帯）

及び既存のCDMA2000方式の両方式に対応した包括免許

の陸上移動局の開設を必要とするもの。 

通 信 の 相 手 方 

免許人所属の基地局、陸上移動中継局又は陸上移動局

及び免許人と業務委託契約を締結した他の免許人所属

の基地局、陸上移動中継局又は陸上移動局 

電波の型式並びに 

希望する周波数の 

範囲及び空中線電力 

1M48 G1A,G1B,G1C,G1D,G1E,G1F,G1X,G7W 

 825.90MHzから829.08MHzまでの 

  30kHz間隔の周波数107波   316mW 

 1926.25MHzから1938.75MHzまでの 

  50kHz間隔の周波数251波   224mW 

10M0 D1A,D1B,D1C,D1D,D1F,D1X,D7W 

   G1A,G1B,G1C,G1D,G1F,G1X,G7W 

 1442.9MHｚ     199mW 

無 線 設 備 の 規 格 

CDMA1：設備規則第49条の６の３に規定する陸上移動局の無線設備

CDMA2：設備規則第49条の６の４に規定する陸上移動局の無線設備

CDMA3：設備規則第49条の６の５に規定する陸上移動局の無線設備

SFDMA1：設備規則第49条の６の９に規定する陸上移動局の無線設備

最 大 運 用 数 関東総合通信局：6,500局 

運用開始予定期日 免許の日から６月以内の日 
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２ 審査結果の概要 

 審査の結果、次表のとおり、電波法（昭和25年法律第131号）第27条の４第１

号及び第２号の規定に適合していると認められるので、同法第27条の５第１項

の規定に基づき、包括免許を与えることとしたい。 

審査項目（関連条項） 判定 審査概要 

周波数の割当てが可能であること（電波

法第27条の４第１号） 適

申請者が希望する周波数は、申請者に既に割り

当てられていることから、本件特定無線局に係

る周波数の割当ては可能であると認められる。

総務省令で定める特定無線局の開設の根

本的基準に合致すること（電波法第27条

の４第２号） 

適

次に示すとおり、特定無線局の開設の根本的基

準に合致していると認められる。 

 それらの局を開設することによって提

供しようとする電気通信役務が、利用

者の需要に適合するものであること

（特定無線局の開設の根本的基準（平

成９年郵政省令第72号）第２条第１号）

適

本件特定無線局を開設することによって、より

高速なデータ伝送役務を提供しようとするも

のであることから、利用者の需要に適合してい

るものと認められる。 

 包括免許を受けようとする者は、それ

らの局の最大運用数による運用におけ

る電気通信事業の実施について適切な

計画を有し、かつ、当該計画を確実に

実施するに足りる能力を有するもので

あること（特定無線局の開設の根本的

基準第２条第２号） 

適

別表のとおり、開設無線局数が申請のあった最

大運用数に達する場合であっても、電波法関係

審査基準（平成13年１月６日総務省訓令第67

号）に基づき算定した収容可能無線局数から、

申請者が現に包括免許を受けている陸上移動

局の５年後の運用見込数を差し引いた値を下

回るため、最繁時に通信が可能であると認めら

れることから、当該最大運用数による電気通信

事業の実施について、適切な計画を有している

と認められる。 

また、申請者は既に相当数の携帯電話用基地局

を開設し、全国規模の電気通信事業を実施して

おり、今後も実施していく見込みであることか

ら、当該計画を確実に実施するに足りる能力を

有していると認められる。 

 それらの局を開設する目的を達成する

ためには、それらの局を開設すること

が他の各種の電気通信手段を使用する

場合に比較して能率的かつ経済的であ

ること（特定無線局の開設の根本的基

準第２条第３号） 
適

本件特定無線局は、申請者に既に割り当てられ

ている800MHz帯、1.5GHz帯及び２GHz帯におい

て、周波数の逼迫を緩和し、より高速なデータ

伝送役務を提供することを目的とするもので

あり、当該目的に照らせば、本件特定無線局の

開設は既存の通信方式に加え、新しい通信方式

を用いることにより周波数利用効率の向上及

びデータ伝送の高速化を実現させるものであ

ることから、他の電気通信手段と比較して能率

的かつ経済的であると認められる。 

 それらの局が法第27条の12第１項に規

定する特定基地局であるときは、当該

特定基地局の開設指針の規定に基づく

ものであること（特定無線局の開設の

根本的基準第２条第４号） 

－

本件特定無線局は、法第27条の12第１項に規定

する特定基地局ではない。 
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 その他それらの局を開設することが電

気通信事業の健全な発達と円滑な運営

とに寄与すること（特定無線局の開設

の根本的基準第２条第５号） 

適

本件特定無線局は、周波数の逼迫を緩和し、よ

り高速なデータ伝送役務を提供することを目

的とするものであり、我が国における電気通信

事業の健全な発達と円滑な運営に寄与するも

のと認められる。 

 

 

（別表） 

管轄区域 

収容可能 

無線局数 

① 

申請者が現に包括免許を受けている 

陸上移動局の最大運用数 

② 

申請のあった 

最大運用数 

③ 

関東総合通信局 134,916,968 31,067,400 6,500

判定基準：①＞②＋③であること。 

 

 



（参考資料） 
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包括免許制度とは 

 

 携帯電話端末・携帯電話等小規模基地局の無線局について、個別の無線局毎

に免許を受けることなく、一つの包括免許により同一タイプの複数の無線局の

開設を可能とする制度（電波法第27条の２等） 

 

 

 

 

 

 

 

携帯電話の主要な規格 

 

無線設備規則 通信方式名 システム通称 

第４９条の６の３ 
符号分割多元接続方式 

携帯無線通信 

CDMA One 

CDMA2000-1X(800MHz)

第４９条の６の４ 
符号分割多元接続方式 

携帯無線通信 

W-CDMA 

CDMA2000-1X(2GHz) 

第４９条の６の５ 
時分割・符号分割多重方式 

携帯無線通信 

HSDPA 

EV-DO 

第４９条の６の９ 
シングルキャリア周波数分割 

多元接続方式携帯無線通信 
LTE 
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電波監理審議会会長会見用資料                  
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日本放送協会放送受信料免除基準及び日本放送協会放送受信規約 

の変更の認可について 

（平成２３年６月１４日 諮問第１６号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （景山課長補佐、能登部係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
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日本放送協会放送受信料免除基準及び日本放送協会放送受信規約 

の変更の認可について 
 

 

１ 申請の概要  

 

  日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２５年法律第１３２

号）第３２条第２項及び第３項の規定に基づき、以下のとおり、日本放送協会放送

受信料免除基準（以下「免除基準」という。）及び日本放送協会放送受信規約（以

下「受信規約」という。）の変更の認可申請があった。 

 

（１）変更しようとする免除基準及び受信規約 

  ・免除基準の変更について   別紙１のとおり 

  ・受信規約の変更について   別紙２のとおり 

 

（２）変更しようとする理由及び概要 

 

  ① 放送受信料免除に係る確認調査の実施 

    免除制度をより一層適正に運用するため、協会において定期的に免除事由の

存続について調査等するとともに、調査等によりその存続が確認できない場合、

放送受信料を免除しないものとする。〔受信規約の改正〕 

    確認調査の実施は、免除の事由に経済状況に係る要件があるものについては

１年ごと、それ以外のものについては２年ごととする。〔免除基準の改正〕 

 

  ② アナログ放送の終了に伴う受信契約に係る手続等の整備 

    アナログ放送の終了に伴う契約の終了等に関する手続を円滑かつ確実に実

施するため、アナログ放送の終了により協会のテレビジョン放送を受信するこ

とができなくなった場合、必要事項を１年以内に届け出て、届出の内容が事実

であることが確認できた場合、アナログ放送の終了の日に契約が終了したもの

とする（ただし、虚偽の届出であったことが判明した場合は遡って終了しない

ものとする）等の規定の整備を行う。〔受信規約の改正〕 

 

（３）免除基準及び受信規約の変更が事業収支に及ぼす影響 

   今回の放送受信料免除における確認調査の実施に係る免除基準及び受信規約

の変更による平成２３年度における増収額、支出額の見込みは、次のとおり。 

増収額  １．０億円    支出額  ０．２億円 

諮問第１６号説明資料
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（４）施行予定期日 

   平成２３年７月１日から施行する。 

   ただし、「東北地方太平洋沖地震」及び「長野県北部の地震」に係る災害救助

法が適用された区域内（東京都を除く。）において免除を受けている者について

は、平成２４年６月３０日までの１年間、確認手続をとらないこととする。 

 

 

２ 検討結果  

 

協会から申請のあった免除基準及び受信規約の変更については、その内容につい

て検討したところ、次のとおりであることから、本件申請を認可することは適当で

あると認められる。 

 

  ① 放送受信料免除に係る確認調査の実施について 

    本件改正により、免除を受けている受信契約者が免除事由に該当しているか

否かを協会において定期的に正確に把握して免除事由に該当しない者の免除

を終了させることができ、免除制度の適正な運用及び受信料の公平な負担の徹

底に資すると考えられることから、必要と認められる。 

 

  ② アナログ放送の終了に伴う受信契約に係る手続等の整備について 

    本件改正により、アナログ放送終了に際して事後に届出を行った場合におけ

る適正な契約終了手続等が可能となるとともに、手続に際し事実関係の確認を

行うことで虚偽の届出による契約終了等を防止することができ、受信契約に係

る手続の適正化及び受信料の公平負担の徹底に資すると考えられることから、

必要と認められる。 
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収入・支出 この確認による免除の解消により、約１億円／年の受信料収入増が見込まれる。
への影響 支出としては、個々の免除適用者に確認を行う場合の郵送費が約２千万円／年必要と見込む。

① 放送受信料免除に係る確認調査の実施について

確認調査 ①公的扶助受給者・市町村民税非課税の障がい者等、経済状況を要件とする免除については、１年ごと
の間隔 ②視聴覚障がい者・社会福祉施設・学校等、その他の免除については、２年ごと

※経過措置として、「東北地方太平洋沖地震」および「長野県北部の地震」に係る災害救助法が適用された市町村においては、１年間は確認手続
をとらないこととする。

免除適用者

・全体で約２５７万件
（災害による免除を除く）

証明書発行者等への確認

・証明書を発行する者等
に該当の有無を確認

・調査できない免除件数
は約１６．７万件と想定

契約者への確認

・個々の契約者に対し、郵
送等により免除事由の確
認を実施

○ 現在、公的扶助の受給者や市町村民税非課税の障害者等に対して、申請により放送受信料の免除
を実施しており、その後に免除事由が解消された場合は、受信者が届け出なければならないこととし
ているが、実際に免除解消の届出が行われないことも多く、受信料負担の不公平が生じている。

○ ＮＨＫでは、免除事由が継続しているかどうかを確認するため、免除に係る証明書の発行者等への
調査を実施しているが、全ての免除者について確認ができてはいない状況にある。

○ そのため、定期的にＮＨＫが確認調査を行い、免除事由が存続していることが確認できない場合は
免除を終了することとするための受信規約等の規定の整備を行い、免除適用者をより正確に把握し、
免除制度の適正な運用及び受信料の公平負担の徹底を図る。

免除の終了

・免除事由に該当すること
が確認できない場合には、
免除を終了

・約１．３万件と想定

今回の改正により措置する部分

（参考資料）



ＮＨＫのテレビジョン放送が受信できない事情等の必要事項を示し
て、１年以内に届け出ることが必要であることを規定。内容が確認
できた場合は、終了を遡及適用する。

契約の終了
アナログ放送の終了により、アナログ受信機のみを設置している
契約者との契約は、契約の前提としている状況がなくなったため、
終了することを規定

整備のポイント

終了の届出

※１）地上デジタル＋衛星アナログで受信している場合は、地上契約へ変更するための「契約種別変更」の届出を行う。

※２）事後に虚偽の届出であったことが判明した場合には、遡って契約が継続しているものとして取り扱う。

○ ＮＨＫのアナログテレビジョン放送の終了に際し、アナログ受信機のみ設置している場合にはＮＨＫの
放送を受信できなくなるが、現行の受信規約では「受信機の廃止→解約の届出」という手続となってい
ることから、そのまま放送の視聴をやめる場合における手続を明確にしておくことが必要。

○ 現行の受信規約は、放送の終了に伴う契約の終了を想定した規定となっておらず、テレビジョン放送
を受信できない場合でも、アナログ放送終了後すぐに受信者が届け出なければ受信料の徴収が継続
してしまうことから、１年以内に届け出れば、ＮＨＫにおいて実際に受信できない状況にあるかを確認し
た上で、遡及して契約を終了、返金を行うことができるようにする等の規定の整備を行う。

② アナログ放送の終了に伴う受信契約に係る手続等の整備について

4
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「日本放送協会放送受信料免除基準」の変更内容        （   部分は、変更部分） 

変更案 現行 

日本放送協会放送受信規約における放送受

信料免除の基準（以下「基準」という。）は、

次のとおりとする。 

 

１ 全額免除 

（１）～（７） 略 

 

２ 半額免除 

（１）～（３） 略 

 

３ 免除事由の調査 

 日本放送協会放送受信規約第１０条第

４項の調査は、基準第１項（３）および（４）

による免除については１年ごと、基準第１

項（１）、（２）および（５）ならびに基準

第２項による免除については２年ごとに

行なうものとする。 

 

付則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２３年７月１日から

施行する。 

２・３ 略 

 

日本放送協会放送受信規約第１０条第１項

に定める放送受信料免除の基準は、次のと

おりとする。 

 

１ 全額免除 

（１）～（７） 略 

 

２ 半額免除 

（１）～（３） 略 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

付則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２１年４月１日から

施行する。 

２・３ 略 

 

 

別紙１ 
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「日本放送協会放送受信規約」の変更内容          （   部分は、変更部分） 

変更案 現行 

（放送受信契約書の提出） 

第３条 （略） 

２ 放送受信契約者がテレビジョン受信機

を設置しまたはこれを廃止すること等に

より、放送受信契約の種別を変更するとき

は、前項各号に掲げる事項のほか、変更前

の放送受信契約の種別を記載した放送受

信契約書を放送局に提出しなければなら

ない。 

 

（放送受信契約書の提出） 

第３条 （略） 

２ 放送受信契約者がテレビジョン受信機

を設置しまたはこれを廃止することによ

り、放送受信契約の種別を変更するとき

は、前項各号に掲げる事項のほか、変更前

の放送受信契約の種別を記載した放送受

信契約書を放送局に提出しなければなら

ない。 

 

（放送受信契約の成立） 

第４条 （略） 

２ 放送受信契約の種別の変更の日は、その

変更にかかる受信機の設置の日、またはそ

の廃止等に伴う前条第２項の提出があっ

た日（ただし、ＮＨＫにおいて提出された

放送受信契約書の記載事項に該当する事

実を確認できたときに限る。）とする。 

３ ＮＨＫは、受信機の廃止等に伴う前条第

２項の放送受信契約書記載の内容に虚偽

があることが判明した場合、その放送受信

契約書の提出時に遡り、放送受信契約の種

別の変更がされないものとすることがで

きる。 

 

（放送受信契約の成立） 

第４条 （略） 

２ 放送受信契約の種別の変更の日は、その

変更にかかる受信機の設置の日またはそ

の廃止に伴う前条第２項の提出があった

日とする。 

 

 

 

(放送受信料支払いの義務) 

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の

月から第９条第２項の規定により解約と

なった月の前月（受信機を設置した月に解

約となった放送受信契約者については、当

該月とする。）まで、１の放送受信契約に

つき、その種別に従い、次の表に掲げる額

の放送受信料（消費税および地方消費税を

含む。）を支払わなければならない。 

（表略） 

２・３ （略） 

 

(放送受信料支払いの義務) 

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の

月からその廃止の届け出のあった月の前

月（受信機を設置した月にその廃止を届け

出た放送受信契約者については、当該月と

する。）まで、１の放送受信契約につき、

その種別に従い、次の表に掲げる額の放送

受信料（消費税および地方消費税を含む。）

を支払わなければならない。 

（表略） 

２・３ （略） 

（多数契約一括支払に関する特例） 

第５条の２ 衛星契約または特別契約の契

約件数の合計が、別に定める放送受信料免

除の基準（以下「免除基準」という。）の

「全額免除」が適用される放送受信契約を

（多数契約一括支払に関する特例） 

第５条の２ 衛星契約または特別契約の契

約件数の合計が、別に定める放送受信料免

除の基準の「全額免除」が適用される放送

受信契約を除き、１０件以上である１の放

別紙２ 
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除き、１０件以上である１の放送受信契約

者が、支払期間を同じくして第６条第３項

に定める口座振替または継続振込により一

括して放送受信料を支払う場合は、前条第

１項および第２項の規定にかかわらず、こ

れらの契約種別である全契約を対象に、放

送受信料額から、１件あたりその契約種別

に応じて次表に定める月額を減じて支払う

ものとする。（ただし書き略） 

（表略） 

２ （略） 

 

送受信契約者が、支払期間を同じくして第

６条第３項に定める口座振替または継続振

込により一括して放送受信料を支払う場合

は、前条第１項および第２項の規定にかか

わらず、これらの契約種別である全契約を

対象に、放送受信料額から、１件あたりそ

の契約種別に応じて次表に定める月額を減

じて支払うものとする。（ただし書き略） 

 

（表略） 

２ （略） 

 

（団体一括支払に関する特例） 

第５条の３ 別に定める要件を備えた団体

の構成員で、衛星契約または特別契約を締

結している放送受信契約者が、免除基準の

「全額免除」が適用される者を除いて１５

名以上まとまり、団体としてその代表者を

通じ、第６条第３項に定める口座振替また

は継続振込により一括して放送受信料を支

払う場合は、第５条第１項および第２項の

規定にかかわらず、放送受信料額から、１

件あたり月額２００円を減じて支払うもの

とする。（ただし書き略） 

 

２・３ （略） 

 

（団体一括支払に関する特例） 

第５条の３ 別に定める要件を備えた団体

の構成員で、衛星契約または特別契約を締

結している放送受信契約者が、別に定める

放送受信料免除の基準の「全額免除」が適

用される者を除いて１５名以上まとまり、

団体としてその代表者を通じ、第６条第３

項に定める口座振替または継続振込により

一括して放送受信料を支払う場合は、第５

条第１項および第２項の規定にかかわら

ず、放送受信料額から、１件あたり月額２

００円を減じて支払うものとする。（ただ

し書き略） 

２・３ （略） 

 

（事業所契約に関する特例） 

第５条の５ 事業所等住居以外の場所に設

置する受信機について放送受信契約を締

結する場合において、１の者が，同一敷地

内に設置した受信機すべてについて必要

な放送受信契約を締結しており、その契約

件数が免除基準の「全額免除」が適用され

る放送受信契約を除き合計２件以上であ

り、支払期間を同じくして一括して放送受

信料を支払う場合は、所定の手続きを行な

うことにより、同一敷地内に設置した受信

機についての放送受信契約のうち1件を除

外した残りのそれぞれについて、放送受信

料額から、第５条に定める放送受信料額の

半額を減じて支払うものとする。（以下略）

 

２～５ （略） 

 

（事業所契約に関する特例） 

第５条の５ 事業所等住居以外の場所に設

置する受信機について放送受信契約を締

結する場合において、１の者が，同一敷地

内に設置した受信機すべてについて必要

な放送受信契約を締結しており、その契約

件数が別に定める放送受信料免除の基準

の「全額免除」が適用される放送受信契約

を除き合計２件以上であり、支払期間を同

じくして一括して放送受信料を支払う場

合は、所定の手続きを行なうことにより、

同一敷地内に設置した受信機についての

放送受信契約のうち 1 件を除外した残り

のそれぞれについて、放送受信料額から、

第５条に定める放送受信料額の半額を減

じて支払うものとする。（以下略） 

２～５ （略） 
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（放送受信契約の解約） 

第９条 放送受信契約者が受信機を廃止す

ること等により、放送受信契約を要しない

こととなったときは、直ちに、次の事項を

放送局に届け出なければならない。 

（１）放送受信契約者の氏名および住所 

（２）放送受信契約を要しないこととなる

受信機の数 

（３）受信機を住所以外の場所に設置して

いた場合はその場所 

（４）放送受信契約を要しないこととなっ

た事由 

２ ＮＨＫにおいて前項各号に掲げる事項

に該当する事実を確認できたときは、放送

受信契約は、前項の届け出があった日に解

約されたものとする。ただし、放送受信契

約者が非常災害により前項の届け出をす

ることができなかったものと認めるとき

は、当該非常災害の発生の日に解約された

ものとすることがある。 

３ ＮＨＫは、第１項の届け出の内容に虚偽

があることが判明した場合、届け出時に遡

り、放送受信契約は解約されないものとす

ることができる。 

 

（放送受信契約の解約） 

第９条 放送受信契約者が受信機を廃止す

ることにより、放送受信契約を要しないこ

ととなったときは、直ちに、その旨を放送

局に届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 放送受信契約の解約の日は、前項の届け

出があった日とする。ただし、非常災害に

より前項の届け出をすることができなか

ったものと認めるときは、当該非常災害の

発生の日とすることがある。 

 

 

 

（新設） 

（放送受信料の免除） 

第１０条 放送法第６４条第２項の規定に

基づき、免除基準に該当する放送受信契約

については、申請により、放送受信料を免

除する。ただし、災害被災者の放送受信契

約については、申請がなくても、期間を定

めて免除することがある。 

 

２・３（略） 

４ ＮＨＫは、免除基準に定めるところによ

り、定期的に、第２項に定める免除を受け

ようとする理由の証明書を発行する者へ

の照会等により、第１項本文により放送受

信料の免除を受けている者にかかる免除

の事由が存続していることを調査するも

のとする。 

５ ＮＨＫは、免除の事由が存続しているこ

とを確認するため、第１項本文により放送

受信料の免除を受けている者に対し、免除

の理由の証明書の提出を求めることがで

（放送受信料の免除） 

第１０条 放送法第６４条第２項の規定に

基づき、別に定める放送受信料免除の基準

に該当する放送受信契約については、申請

により、放送受信料を免除する。ただし、

災害被災者の放送受信契約については、申

請がなくても、期間を定めて免除すること

がある。 

２・３（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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きる。 

６ ＮＨＫは、第４項または前項によっても

免除の事由が存続していることを確認で

きない場合、その者の放送受信契約につい

ては、放送受信料を免除しないものとす

る。 

 

 

（新設） 

（放送受信者等の個人情報の取り扱い） 

第１３条の２ （略） 

２ 前項の個人情報の取り扱いについては、

放送受信契約の締結と放送受信料の収納

のほか、免除基準の適用、放送の受信に関

する相談業務、ＮＨＫ共同受信施設の維持

運営、放送やイベントのお知らせ、放送に

関する調査への協力依頼をその利用の目

的とする。 

 

（放送受信者等の個人情報の取り扱い） 

第１３条の２ （略） 

２ 前項の個人情報の取り扱いについては、

放送受信契約の締結と放送受信料の収納

のほか、放送受信料免除の基準の適用、放

送の受信に関する相談業務、ＮＨＫ共同受

信施設の維持運営、放送やイベントのお知

らせ、放送に関する調査への協力依頼をそ

の利用の目的とする。 

付則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２３年７月１日より施

行する。 

２～８（略） 

 

（放送受信料の免除に関する経過措置） 

９ 平成２４年６月３０日までの間は、「東

北地方太平洋沖地震」および「長野県北部

の地震」にかかる災害救助法（昭和２２年

法律第１１８号）が適用された区域内（帰

宅困難者への救助にかかる適用区域であ

る東京都を除く。）において第１０条第１

項本文により放送受信料の免除を受けて

いる者については、同条第４項から第６項

までの規定は適用しない。 

 

（アナログ放送の終了に関する措置） 

１０ 第９条の規定にかかわらず、放送受信

契約者がＮＨＫのテレビジョン放送のう

ちアナログ方式の放送（以下「アナログ放

送」という。）の終了に伴い、ＮＨＫのテ

レビジョン放送を受信することができな

くなり、第１条第２項に定める受信機の設

置がないこととなったときは、アナログ放

送の終了日（以下「アナログ放送終了日」

という。）から１年以内に、次の事項を放

送局に届け出なければならない。 

付則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２２年１２月１日より

施行する。 

２～８（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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（１）放送受信契約者の氏名および住所 

（２）設置がないこととなった受信機の数

（３）受信機を住所以外の場所に設置して

いた場合はその場所 

（４）ＮＨＫのテレビジョン放送のうちデ

ジタル方式の放送を受信することが

できない事情 

１１ ＮＨＫにおいて前項各号に掲げる事

項に該当する事実を確認できたときは、放

送受信契約は、アナログ放送終了日に終了

したものとする。 

１２ ＮＨＫは、付則第１０項の届け出の内

容に虚偽があることが判明した場合、アナ

ログ放送終了日に遡り、放送受信契約が終

了しないものとすることができる。 

１３ 付則第１１項の規定により放送受信

契約が終了した放送受信契約者における

第５条第１項の適用については、同項中

「第９条第２項の規定により解約となっ

た月」とあるのは「アナログ放送終了日の

属する月」と、「受信機を設置した月に解

約となった」とあるのは「受信機を設置し

た月にアナログ放送終了により放送受信

契約が終了した」とし、付則第１１項の規

定により放送受信契約が終了した場合に

おける放送受信料の精算については、第１

１条第１項を準用する。この場合におい

て、「解約」とあるのは「終了」と読み替

えるものとする。 

１４ 第３条第２項の規定にかかわらず、衛

星契約を締結している放送受信契約者が、

アナログ放送終了により、地上系によるテ

レビジョン放送のみを受信できることと

なったときは、アナログ放送終了日から１

年以内に、次の事項を記載した放送受信契

約書を放送局に提出しなければならない。

（１）放送受信契約者の氏名および住所 

（２）変更にかかる受信機の数 

（３）受信機を住所以外の場所に設置して

いた場合はその場所 

（４）受信できる放送の種類に変更が生じ

た事由 

１５ 付則第１１項および第１２項の定め

は、前項の規定による放送受信契約種別変

更の場合について準用する。この場合にお

いて、「前項各号」とあるのは「付則第１

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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４項各号」と、「終了し」とあるのは「衛

星契約から地上契約に種別変更され」と、

「付則第１０項の届け出」とあるのは「付

則第１４項の提出」と読み替えるものとす

る。 

 

 

 



                                     資料３  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２３年６月１４日  

 

 

 

放送法施行規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案並びに高精細

度テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式を

廃止する省令案及び高精細度テレビジョン音声多重放送に関する送信の標

準方式を廃止する省令案並びに中波放送に関する送信の標準方式ほか９標

準方式を定める省令案及び有線一般放送の品質に関する技術基準を定める

省令の省令案について 

（平成２３年６月１４日 諮問第１７号） 

 

［放送法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令等の整備］ 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送技術課 

                         （木村課長補佐、石黒係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７８５ 

                   総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室 

                         （前田課長補佐、川津原係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８１０ 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （岡本課長補佐、中島主査） 

                         電話：０３－５２５３－５７３７ 
 



諮問第１７号説明資料 

 

放送法施行規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案並びに高精細度テレビ

ジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式を廃止する省令案及び

高精細度テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式を廃止する省令案並び

に中波放送に関する送信の標準方式ほか９標準方式を定める省令案及び有線一般放

送の品質に関する技術基準を定める省令の省令案について 

 

１ 諮問の概要 

 放送法等の一部を改正する法律（平成 22 年法律第 65 号）において、放送における安全・

信頼性の確保に係る規定が新たに設けられた。これを受け、同規定に係る「地上デジタルテ

レビジョン放送等の安全・信頼性に関する技術的条件」が、情報通信審議会により平成 23 年

５月に一部答申された。 

 本件諮問事項は、当該一部答申を受け、放送の業務に用いられる設備の損壊又は故障によ

る放送中止事故の防止等のための、安全・信頼性に関する技術基準を整備するとともに、放

送の品質に関する技術基準を整備するものである。 

 

（１）放送法施行規則の一部改正 

地上デジタルテレビジョン放送等の安全・信頼性確保に関する技術基準として、安

全・信頼性確保のための措置（予備機器、故障検出、応急復旧機材の配備、停電対策

等）について、放送の種類による設備構成の差異を踏まえ、設備の損壊又は故障によ

る受信者への影響の波及度合いを考慮して、対象を定める。 

（２）無線設備規則の一部改正 

放送法施行規則において地上デジタルテレビジョン放送等の安全・信頼性確保に関

する技術基準を設けることに伴い、中波放送及び短波放送を行う放送局の無線設備の

予備電源装置に関する条件を削る。 

また、BS アナログ・ハイビジョン放送（平成 19 年９月末に終了）に係る規定であ

る高精細度テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）、高精細度テレビジョン音声多

重放送又は高精細度テレビジョン・データ多重放送を行う放送衛星局及び当該放送衛

星局と通信を行う地球局の無線設備に関する条件を削る。 

（３）高精細度テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式の廃止 

BS アナログ・ハイビジョン放送（平成 19 年９月末に終了）に係る規定である高精

細度テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式を廃止する。 

（４）高精細度テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式の廃止 

BS アナログ・ハイビジョン放送（平成 19 年９月末に終了）に係る規定である高精

細度テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式を廃止する。 
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（５）中波放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、中波放送に関する送

信の標準方式について、現行電波法の下に規定されている中波放送に関する送信の標

準方式に係る技術基準を移行する形で制定する。 

（６）超短波放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、超短波放送に関する

送信の標準方式について、現行電波法の下に規定されていた超短波放送に関する送信

の標準方式に係る技術基準を移行する形で制定する。 

（７）標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式を定める省令の

制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、標準テレビジョン放

送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定さ

れていた標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式に係

る技術基準を移行する形で制定する。 

（８）標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式を定める省令

の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、標準テレビジョン放

送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規

定されていた標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方

式に係る技術基準を移行する形で制定する。 

（９）超短波音声多重放送及び超短波文字多重放送に関する送信の標準方式を定める省令の

制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、超短波音声多重放送

及び超短波文字多重放送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定さ

れていた超短波音声多重放送及び超短波文字多重放送に関する送信の標準方式に係

る技術基準を移行する形で制定する。 

（１０）超短波データ多重放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、超短波データ多重放

送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定されていた超短波データ

多重放送に関する送信の標準方式に係る技術基準を移行する形で制定する。 

（１１）標準テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、標準テレビジョン音

声多重放送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定されていた標準

テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式に係る技術基準を移行する形で

制定する。 
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（１２）標準テレビジョン文字多重放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、標準テレビジョン文

字多重放送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定されていた標準

テレビジョン文字多重放送に関する送信の標準方式に係る技術基準を移行する形で

制定する。 

（１３）標準テレビジョン・データ多重放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 111 条第 1項及び第 121 条第 1項に基づき、標準テレビジョン・

データ多重放送に関する送信の標準方式について、現行電波法の下に規定されていた

標準テレビジョン・データ多重放送及び高精細度テレビジョン・データ多重放送に関

する送信の標準方式のうち、標準テレビジョン・データ多重放送の品質に関する技術

基準を移行する形で制定する。 

（１４）衛星一般放送に関する送信の標準方式を定める省令の制定 

改正後の放送法第 136 条第 1項に基づき、衛星一般放送に関する送信の標準方式に

ついて、現行電気通信役務利用放送法施行規則のうち、衛星一般放送の品質に関する

技術基準を移行する形で制定する。 

（１５）有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令の制定 

改正後の放送法第 136 条第 1項に基づき、有線一般放送の品質に関する技術基準に

ついて、現行有線テレビジョン放送法施行規則及び現行電気通信役務利用放送法施行

規則のうち、有線一般放送の品質に関する技術基準を移行する形で制定する。 

 

２ 施行期日 

 放送法等の一部を改正する法律附則第１条に掲げる規定の施行の日（公布後９月以内） 
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放
送

法
施

行
規

則
及

び
無

線
設

備
規

則
の
各

一
部

を
改

正
す
る
省

令
案

並
び
に
高

精
細

度
テ

レ
ビ
ジ
ョ
ン
放

送
（
デ
ジ
タ
ル
放

送
を
除

く
。
）
に
関

す
る
送

信
の
標

準
方

式
を
廃

止
す
る
省

令
案

及
び
高

精
細

度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
音

声
多

重
放

送
に
関

す
る
送

信
の
標

準
方

式
を
廃

止
す
る
省

令

案
並

び
に
中

波
放

送
に
関

す
る
送

信
の
標

準
方

式
ほ
か
９
標

準
方

式
を
定

め
る
省

令
案

及
び

有
線

一
般

放
送

の
品

質
に
関

す
る
技

術
基

準
を
定

め
る
省

令
の
省

令
案

に
つ
い
て

諮
問
第
１
７
号
説
明
資
料

平
成
２
３
年
６
月
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放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
概
要

通
信

・
放

送

新
た
な
法

体
系

電
波

法

有
線

電
気
通
信
法

有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

法

有 線 ラ ジ オ 放 送 法

放 送 法

電 気 通 信 役 務

利 用 放 送 法

通
信

放
送

電
気

通
信
事
業
法

有
線

放
送
電
話
法

放
送

法

（
電

気
通

信
役

務
利

用
放

送
法

、
有

線
テ

レ
ビ
ジ
ョ
ン
放

送
法

、
有

線
ラ
ジ
オ

放
送

法
は

廃
止
）

電
気

通
信
事
業
法
（
有
線
放
送
電
話
法
は
廃
止
）

電
波

法

有
線

電
気
通
信
法

現
行

の
法

体
系

通
信
・
放
送
分
野
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
に
対
応
し
た
制
度
の
整
理
・
合
理
化
を
図
る
た
め
、
各
種
の
放
送
形
態
に
対
す
る
制
度
を
統
合
し
、
無
線
局
の
免
許

及
び

放
送
業
務
の
認
定
の
制
度
を
弾
力
化
す
る
等
、
放
送
、
電
波
及
び
電
気
通
信
事
業
に
係
る
制
度
改
正
を
行
う
。

１
．
通

信
・
放

送
法

体
系

の
見

直
し
：
放
送
関
連
４
法
の
統
合
等
、
法
体
系
の
見
直
し
を
６
０
年
振
り
に
行
う
。

２
．
主

な
改

正
事

項

（
１
）
放

送
法

改
正

関
係

①
放

送
の

参
入

に
係

る
制

度
の

整
理

・
統

合
、
弾

力
化

★

②
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
集
中
排
除
原
則
の
基
本
の
法
定
化
★

③
放

送
に
お
け
る
安

全
・
信

頼
性

の
確

保
★

④
放
送
番
組
の
種
別
の
公
表

⑤
有
料
放
送
に
お
け
る
提
供
条
件
の
説
明
等
★

⑥
再
放
送
同
意
に
係
る
紛
争
処
理
に
関
す
る
あ
っ
せ
ん
・
仲
裁
制
度
の
整
備

趣
旨

（
２
）
電

波
法

改
正

関
係

①
通
信
・
放
送
両
用
無
線
局
の
制
度
の
整
備
★

②
免
許
不
要
局
の
拡
大

③
携
帯
電
話
基
地
局
の
免
許
の
包
括
化

（
３
）
電

気
通

信
事

業
法

改
正

関
係

①
紛
争
処
理
機
能
の
拡
充

②
二
種
指
定
事
業
者
に
係
る
接
続
会
計
制
度
の
創
設

改
正

内
容

公
布

の
日
（
平
成
22

年
12

月
３
日

）
か

ら
９
月

以
内

の
政

令
で
定

め
る
日

→
※

放
送

番
組

の
種

別
の

公
表

（
電

監
審

非
諮

問
事

項
）
等

に
つ
い
て
は

６
月

以
内

、
携

帯
電

話
基

地
局

の
免

許
の

包
括

化
（
電

監
審

諮
問

事
項

）
等

に
つ
い
て
は

３
月

以
内
等
と
す
る
。

施
行

期
日

上
記
２
．
に
★
で
示
し
た
事
項
：
９
月
以
内
施
行
に
係
る
電
監
審
諮
問
事
項
。
う
ち
、
赤
字
部
分
が
今
回
の
諮
問
事
項
。

１
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新
放

送
法

で
は

、
日

頃
か

ら
国

民
生

活
に
必

需
の

情
報

を
あ
ま
ね

く
届

け
る
た
め
に
極

め
て
高

い
安

全
・
信

頼
性

が
求

め
ら
れ

る
放

送
に
つ
い
て
、

そ
の
設
備
に
対
し
以
下
の
規
定
を
整
備
。

●
放

送
の

安
全

・
信

頼
性

及
び
品

質
の

技
術

基
準

並
び
に
そ
れ

に
対

す
る
適

合
維

持
義

務
（
法

第
1
1
1
条

、
第

1
1
2
条

、
第

1
2
1
条

、
第

1
3
6
条

）

①
設

備
の

損
壊

又
は

故
障

に
よ
る
放

送
中

止
事

故
等

を
防

止
す
る
た
め
の

安
全

・
信

頼
性

の
確

保

②
放

送
の

適
正

な
品

質
の

確
保

（
電

波
法

の
下

に
規

定
さ
れ

て
い
る
標

準
方

式
等

、
現

行
と
同

じ
も
の

）
（
注
）
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
（
デ
ジ
タ
ル
放
送
を
除
く
。
）
に
関
す
る
送
信
の
標
準
方
式
及
び
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
音
声
多
重
放
送
に
関
す
る
送
信
の
標
準

方
式
に
つ
い
て
は
廃

止
。

●
重

大
事

故
が

発
生

し
た
場

合
に
お
け
る
報

告
（
法

第
1
1
3
条

、
第

1
2
2
条

、
第

1
3
7
条

）

●
設
備
状
況
に
関
す
る
報
告

（
第

1
1
5
条

、
第

1
2
4
条

、
第

1
3
9
条

）

こ
れ

ら
の

規
律

の
対

象
設

備
に
つ
い
て
、
ハ

ー
ド
・
ソ
フ
ト
分

離
で
基

幹
放

送
を
行

う
場

合
は

、
法

律
で
「
基

幹
放

送
局

設
備

」
（
ハ

ー
ド
）
と
「
基

幹
放

送
設
備
」
（
ソ
フ
ト
）
と
定
義
し
、
さ
ら
に
具

体
的

な
設

備
の

分
界

点
は

省
令

委
任

。

重
大

事
故

の
基

準
を
、
広

範
囲

の
視

聴
者

に
影

響
が
及

び
、
か
つ

通
常

想
定

さ
れ
る
復

旧
に
要

す
る
時

間
を
超

え
る
長

時
間

な
も
の
を
対

象
と
し
て
定

め
る
。
【
４
月
電
波
監
理
審
議
会
で
答
申
】

予
備

機
器

の
設

置
、
停

電
対

策
、
故

障
検

出
、
応

急
復

旧
機

材
の

配
備

等
の

措
置

を
、
事

故
に
よ
る
受

信
者

へ
の

影
響

度
合

い
を
考

慮

し
て
定
め
る
。
【
今

回
の
諮

問
事

項
】

→
発
生
後
遅
滞
な
く
事
故
を
把
握
し
、
迅
速
な
事
故
の
復
旧
を
促
進

す
る
。

安
全

・
信

頼
性

の
技

術
基

準

→
放
送
を
行
う
た
め
の
設
備
に
つ
い
て
、
安
全
・
信
頼
性
確
保
の
た
め

に
必
要
な
対
策
を
確
保
し
、
事
故
の
軽
減
に
つ
な
げ
る
。

必
要
に
応
じ
て

改
善
命
令
等
の

措
置
に
つ
な
げ
る
。

重
大

事
故

の
報

告

基
幹

放
送

局
設

備
の
範

囲
ハ
ー

ド
・
ソ
フ
ト
分

離
で
基

幹
放

送
を
行

う
場

合
の
ハ
ー

ド
事

業
者

側
の
設

備
（
基

幹
放

送
局

設
備

）
の
対

象
範

囲
を
定

め
る
。
【
４
月
電
波
監
理
審
議
会
で
答
申
】放
送

に
お
け
る
安

全
・
信

頼
性

の
確

保
全

体
概

要
２

【
新

放
送

法
の
内

容
】

【
改

正
の
内

容
（
諮

問
事

項
）
】
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安
全

・
信

頼
性

の
技

術
基

準
の

概
要

３

情
報

通
信

審
議

会
に
お
い
て
地

上
デ
ジ
タ
ル

テ
レ
ビ
放

送
等

の
安

全
・
信

頼
性

に
関

す
る
技

術
的

条
件

の
検

討
が

行
わ

れ
、
平

成
2
3
年

5
月

に
答

申
。

こ
れ

を
受

け
、
放

送
の

業
務

に
用

い
ら
れ

る
電

気
通

信
設

備
の

損
壊

又
は

故
障

に
よ
る
放

送
中

止
事

故
の

防
止

等
の

た
め
の

、
安

全
・
信

頼
性

に
関

す
る
技

術
基

準
を
整

備
す
る
も
の

。

【
技

術
基

準
の
基

本
的

な
考

え
方

】

安
全
・
信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
措
置
の
各
項
目
に
つ
い
て
、
放
送
の
種
類

※
１
に
よ
る
設
備
構
成
の
差
異
を
踏
ま
え
、

故
障

等
に
よ
る
受

信
者

へ
の

影
響

の
波

及
度

合
い
を
考

慮
し
て
、
措

置
の

対
象

を
定

め
る
。

●
広

範
囲

に
放

送
の

停
止

等
の

影
響

を
及

ぼ
す
設

備
※
２
に
つ
い
て
は

、
放

送
の

停
止

等
を
未
然
に
防
ぐ
、
又
は
そ
れ
か
ら
即
座
に
復
旧
さ
せ
る

た
め
の

措
置

（
「
予

備
機

器
等

の
確

保
」
、
「
故

障
等

を
直

ち
に
検

出
す
る
機

能
」
、
「
停

電
対

策
」
等

）
の

対
象

と
す
る
。

●
放
送
の
停
止
等
の
影

響
を
及

ぼ
す
範

囲
が

限
定

的
な
設

備
※
３
に
つ
い
て
は
、
経
済
合
理
性
も
勘
案
し
、
主
に
、
事
故
の
長
時
間
化
を
防
ぐ
た

め
の

措
置

（
「
故

障
等

の
速

や
か

な
検

出
」
、
「
応

急
復

旧
用

機
材

の
配

備
」
等

）
の

対
象

と
す
る
。

※
３

・
地
上
デ
ジ
タ
ル
テ
レ
ビ
放
送

の
小
規
模
な
中
継
局
の
送
信
設
備

・
小
規
模
な
有
線
テ
レ
ビ
放
送

設
備

等

※
２

・
地
上
デ
ジ
タ
ル
テ
レ
ビ
放
送
の
番
組
送
出
設
備
、
親
局
等
の
送
信
設
備

・
衛
星
放
送
の
送
信
設
備

・
大
規
模
な
有
線
テ
レ
ビ
放
送
設
備

等

※
１

・
地
上
系
の
放
送
（
地
上
デ
ジ

タ
ル
テ
レ
ビ
放
送
、
中
波
放
送
(
Ａ
Ｍ
放
送
)
、
短
波
放
送
、
超
短
波
放
送
（
Ｆ
Ｍ
放
送
）
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
、
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
放
送
）

・
衛
星
系
の
放
送
（
Ｂ
Ｓ
放
送
、
東
経
1
1
0
度
Ｃ
Ｓ
放
送
、
東
経
1
2
4
/
1
2
8
度
Ｃ
Ｓ
放
送
）

・
有
線
テ
レ
ビ
放
送

放
送

法
施

行
規

則
を
改

正
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地
上

デ
ジ

タ
ル

テ
レ

ビ
放

送
の

設
備

の
分

類
と

措
置

の
概

要

番 組 素 材

親
局

番
組

送
出

設
備

親
局

へ
の

中
継

回
線

設
備

放
送

局
（
親

局
）

の
送

信
設

備
放

送
局

（
そ
の

他
の

中
継

局
）
の

送
信

設
備

放
送

局

（
プ
ラ
ン
局

）
の

送
信

設
備

プ
ラ
ン
局

※
１

へ
の

中
継

回
線

設
備

そ
の

他
の

中
継

局
へ

の
中

継
回

線
設

備

※
１

放
送
用

周
波
数

使
用
計

画
に

記
載
さ

れ
て
い

る
中
継

局
。

約
２
０
０
局

約
１
３
０
０
局

約
９
７
０
０
局

放
送

設
備

設
備
構
成

屋
外

設
備

機
能

確
認

放
送

設
備

を
収

容
す
る
建
築
物

耐
雷

対
策

停
電

対
策

耐
震

対
策 試
験

機
器

及
び
応
急
復

旧
機
材

の
配
備

防
火

対
策

故
障

検
出

当
該

設
備

に
は

、
予

備
機

器
等

の
措

置
を

求
め
な
い
が
、
以
下
の
速
や
か
な
故
障
検

出
及
び
応
急
復
旧
の
措
置
に
よ
り
放
送
の

再
開
に
つ
な
げ
る

※
３
。

各
設

備
に
お
け
る
措

置
（
概

要
）

予
備

機
器

等

放
送

エ
リ
ア
：

中
小

都
市

周
辺

の
、

概
ね

数
万

世
帯

放
送

エ
リ
ア
：

山
間

部
等

の
小

規
模

な
地

域
に
お
け
る
、
概

ね
数

千
世

帯
以

下

放
送
エ
リ
ア
：

県
庁
所
在
地
周
辺
、

広
域

都
市
圏

に
お
け
る
、

数
１
０
万
世
帯
以
上

送
信

空
中

線
に
起

因
す
る
誘

導
対

策

【
放

送
の
停

止
等

の
影

響
の
及

ぶ
範

囲
】

限
定
的

広
範
囲

４

※
２

大
規
模

災
害
に
よ
る
広
域
・
長
時
間
の
停
電
に
備
え
る
観
点
か
ら
、
既
存
局
に
つ
い
て
は
経
過
措
置
を
設
け
、
停
電
対
策

の
対
象
と
す
る
。

※
３

た
だ
し

、
途
中
の

中
継
回
線
網
の
故
障
に
伴
う
下
位
の
放
送
エ
リ
ア
へ
の
影
響

を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
既
存
局
に
つ
い

て
は
経
過
措
置
を
設
け
、
重
要
な
中
継
点
の
安
全
・
信
頼
性
の
レ
ベ
ル
を
引
き
上
げ
。

※
２
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番 組 素 材

親
局

番
組

送
出

設
備

中
継

回
線

設
備

放
送

局
の

送
信
設
備

地
球

局
設

備

衛
星

放
送

の
設

備
の

分
類

と
措

置
の

概
要

宇
宙

線
対

策

屋
外

設
備

機
能

確
認

送
信

空
中

線
に
起

因
す
る
誘

導
対

策

耐
雷

対
策

試
験

機
器

及
び
応
急
復

旧
機
材

の
配
備

予
備

機
器

等

故
障

検
出

防
火

対
策

耐
震

対
策

停
電

対
策

放
送

設
備

各
設

備
に
お
け
る
措

置
（
概

要
）

設
備

構
成

放
送

設
備

を
収

容
す
る
建
築
物

５
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ク
ロ
ー
ジ
ャ

光
ケ
ー
ブ
ル

受
信

者
端

子

O
N
U

（
H
FC
）

光
ケ
ー
ブ
ル

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド

光
伝
送
装
置

受
信

空
中

線

電
源

設
備

蓄
電

池

同
軸
ケ
ー
ブ
ル

（
FT
TH

）

光
ノ
ー
ド

設
備
構
成
例

有
線

放
送

の
設

備
の

分
類

と
措

置
の

概
要

伝
送

路
設

備
電
源
設
備

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
設

備有
線

放
送

設
備

各
設

備
に
お
け
る
措

置
（
概

要
）

○
設

備
の

規
模

・
中

～
大
規

模
設
備

（
5,
00

1端
子

以
上

）

・
小

規
模
設

備
（
50

1～
5,
00

0端
子

）

【
故

障
等

に
よ
る
影

響
】

限
定

的

広
範

囲

予
備

機
器

等
※

故
障

検
出

試
験

機
器

及
び
応
急
復

旧
機
材

の
配
備

※

耐
震

対
策

（
大

規
模

地
震

の
考

慮
※

）

停
電

対
策

※

強
電

流
電

線
に
起

因
す
る
誘

導
対

策

防
火

対
策

屋
外

設
備

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
設

備
を
収

容
す
る
建

築
物

（
建
築
物

の
強
度

等
※

）

※
印
は
中

～
大

規
模

設
備

の
み

に
適

用

耐
雷

対
策

幹
線

引
込

線

（
タ
ッ
プ
オ
フ
）

６
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大
規
模
災
害
に
よ
る
広
域
・
長
時
間
の
停
電
発
生
に
備
え
る
観
点
か
ら
、

①
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
及
び
中
波
放
送
(
Ａ
Ｍ
放
送
)
に
お
い
て
、
小
規
模
な
中
継
局
に
も
停
電
対
策
を
義
務
付
け
。

②
移
動
式
の
電
源
設
備
の
事
業
者
間
共
同
配
備
を
推
奨
。

停
電

対
策

予
備
系
を
持
た
な
い
ア
ン
テ
ナ
の
地
震
に
よ
る
脱
落
・
損
傷
を
防
ぐ
観
点
か
ら
、
本
震
及
び
こ
れ
に
続
く
余
震

に
お
い
て
も
支
障
が
な
い
よ
う
取
付
け
条
件
を
追
加
。

耐
震

対
策

途
中
の
中
継
回
線
網
の
故
障
に
伴
う
下
位
の
放
送
エ
リ
ア
へ
の
影
響
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
重
要
な
中
継
点
の

安
全
・
信
頼
性
の
レ
ベ
ル
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
義
務
付
け
。

放
送

中
継

回
線

網
の

構
成

を
踏

ま
え

た
対

策

津
波
の
影
響
を
容
易
に
受
け
な
い
観
点
か
ら
、
屋
外
設
備
の
設
置
場
所
の
選
定
条
件
を
追
加
。

屋
外

設
備

情
報

通
信

審
議

会
に
お
け
る
東

日
本

大
震

災
を
踏

ま
え
た
放

送
の
安

全
・
信

頼
性

の
技
術
的
条
件
の
主
な
見
直
し
事

項

７
（

参
考

）

11



パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
結

果
に
つ
い
て

１
．
意

見
募

集
期

間
平

成
２
３
年

４
月

２
８
日

～
平

成
２
３
年

５
月

２
７
日

１
．
意

見
募

集
期

間
平

成
２
３
年

５
月

１
８
日

～
平

成
２
３
年

６
月

３
日

（
追

加
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
分

）

２
．
提

出
意

見
数

•地
上
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
関
係
事
業
者
・
団
体

８
者

•ラ
ジ
オ
放
送
関
係
事
業
者
・
団
体

１
者

•マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
放
送
関
係
事
業
者
・
団
体

１
者

•有
線
放
送
関
係
事
業
者
・
団
体

１
者

•個
人

３
者

合
計

１
４
者

３
．
電

監
審

諮
問

事
項

に
係

る
主

な
提

出
意

見
と
そ
れ
に
対

す
る
総

務
省

の
考

え
方
（
概

要
）

主
な
提

出
意

見
（
要
約

）
総

務
省

の
考

え
方

（
要

約
）

停
電
対
策
に
関
す
る
事

項
【
１
者

】
・
発
電
機
の
燃
料
の
備
蓄
や
補
給
手
段
の
確
保
に
関
し
て
「
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
」
を
「
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
と
す
る
べ
き
。

【
個

人
】

・
復

旧
ま
で
に
要

す
る
時
間

の
想
定

は
、
各

事
業

者
の
設

備
環
境

等
に

よ
っ
て
異
な
る
こ
と
、
そ
の
一
方
で
で
き
る
限
り
長
時
間
の
想
定
を
行
う

こ
と
が
望
ま
し
い
こ
と
か

ら
、
「努

め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」と

し
て
い
ま
す
。

規
定

の
適

用
の

特
例

に
関
す
る
事
項
【
５
者

（
賛

成
等

４
者

）
】

・
「
設
備
の
損
壊
又
は
故
障
の
対
策
に
関
す
る
技
術
基
準
」
の
整
備
は
有
意
義
な
も
の
。

【
民

放
連

な
ど
４
者

】

・
本
案
に
対
す
る
賛
成
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。

・
制

度
の

運
用
に
当

た
っ
て
は
、
実

効
性

の
あ
る
範

囲
で
柔
軟
に
対

応
す
る
よ
う
要

望
。

【
民

放
連

な
ど
３
者

】
・
制

度
の

運
用

に
当

た
っ
て
は

、
各

申
請
者

か
ら
提

出
さ
れ

る
資
料

を
基

に
判
断
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

・
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
放
送
に
関
す
る
「
小
規
模
な
放
送
局
」
の
定
義
の
法
令
に
お
け
る
明

確
化
及
び
情
通
審
答
申
の
内
容
を
正
確
に
反
映
し
た
必
要
な
対
策
の
規
定
に
つ
い

て
、
速
や
か
に
制
度
整
備
を
実
施
す
る
よ
う
要
望
。

【
ジ
ャ
パ
ン
モ
バ
イ
ル
キ
ャ
ス
テ
ィ
ン
グ
】

・
小

規
模

な
放

送
局
の

送
信
設

備
に
つ
い
て
は
、
そ
の

設
備

規
模
等

の
明

確
化

が
な
さ
れ
た
場

合
に
、
規
定

適
用
の

特
例
の

要
否
を
含
め
、
必

要
に
応
じ
て
制
度
整
備
を
適

宜
実
施
し
て
参
り
ま
す
。

規
定

の
適

用
除

外
期

間
に
関
す
る
事
項
【
４

者
（
賛

成
等

２
者

）
】

・
「
経

済
合

理
性

等
を
勘

案
し
つ
つ
、
段

階
的

に
措

置
を
講

じ
る
こ
と
が

適
当

」
と
し
た

提
言
を
具
体
化
し
た
も
の
と
理
解
し
て
お
り
、
賛
成
。

【
民
放
連
な
ど
２
者
】

・
本
案
に
対
す
る
賛
成
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。

・
経
過
措
置
の
期
間
に
つ
い
て
「
平
成
二
十
五
年
十
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
」
を
「こ

の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過

す
る
日
ま
で
の
間
」
と
す
る
べ
き
。

【
個

人
】

・
当
該
規
定
は
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
放
送
設
備
の
被
害
を
踏
ま
え
設

け
ら
れ
た
も
の
で
す
が
、
既
存
の
小
規
模
な
そ
の
他
の
中
継
局
に
関
す

る
放
送
設
備
に
対
し
て
仮
に
短
期
間
で
の
措
置
を
求
め
た
場
合
、
自
治

体
の
負
担
で
設
置
し
た
も
の
に
つ
い
て
措
置
の
完
了
に
長
い
期
間
が
か

か
る
こ
と
や
、
放
送
事
業
者
に
過
度
の
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
要
因
で
、

措
置
が
不
可
能
と
な
り
、
国
民
生
活
に
必
需
な
情
報
を
あ
ま
ね
く
届
け
る

本
来

の
放
送

の
業

務
に
支

障
が
生

じ
る
お
そ
れ
が

あ
る
こ
と
を
勘

案
し
、

こ
の
よ
う
な
期
間
と
し
て
い
ま
す
。

８
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